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［Press Release］ 

報道関係者各位 

2025年5月29日 

株式会社TOWING 

 

ＴＯＷＩＮＧとサントリー、高機能バイオ炭の実用性に関する実証実験を開始 

― 製造残渣のアップサイクルと再生農業※３の栽培効率向上を目指す ― 

 

株式会社ＴＯＷＩＮＧ（以下、ＴＯＷＩＮＧ）とサントリーグループ（以下、サントリー）は、サントリーのサプ

ライチェーンから発生した製造残渣を原料とした高機能バイオ炭※１の実用性に関して、共同で実証実験

を開始しました。 

本実証実験は、「製造残渣に新たな価値を付与するアップサイクル」と「高機能バイオ炭の使用を通じ

た化学肥料の使用抑制等による温室効果ガス（ＧＨＧ）排出削減」という２つの意義を踏まえて実施する

ものです。 

※１ 未利用バイオマス資源の炭化物（バイオ炭）に、ＴＯＷＩＮＧが開発した有機肥料の分解促進機能を有

する土壌由来微生物を付着させた特殊肥料。ＴＯＷＩＮＧでは、「宙炭(そらたん)」として製品化。 

 

１．製造残渣を高機能バイオ炭の原料に活用、アップサイクル実現 

年間で排出される国内の産業廃棄物の内、食品ロスや農作物の残渣など農業由来の廃棄物が全体

の５分の１※２を占めるとされています。これらの多くは焼却や埋立処理をされており、環境負荷の増大

や資源の無駄遣いなどとして問題視されています。 
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今回の実証実験では、サントリーの製造工程から出た飲料残渣（緑茶粕）を炭化したバイオ炭をベー

スに、ＴＯＷＩＮＧが保有する、有機肥料の分解促進機能等さまざまな機能を持つ微生物群を培養した高

機能バイオ炭を製造しました。将来的には、サントリーのサプライチェーンで生じるその他の製造残渣か

らも高機能バイオ炭を製造し、アップサイクルの拡大・推進を見込んでいます。 

※２ 環境省「産業廃棄物の排出及び処理状況等（平成30年度実績）について」 

 

２．高機能バイオ炭による再生農業※３栽培効率向上と農業由来ＧＨＧ排出削減の両立 

農林業由来のＧＨＧ排出量は全体の１３％※４を占めるとされ、中でも、製造段階で化石由来原料を大

量に消費する化学肥料は多くのＧＨＧを排出していると言われています。再生農業手法の１つである有

機肥料使用栽培では、新たな化学肥料の使用を減らすことでＧＨＧ排出削減が期待されますが、肥料

利用効率が低く化学肥料使用時に比べて収穫量が減るといった課題があります。 

高機能バイオ炭を有機肥料と同時に農地に使用することで肥料利用効率が高まり、農作物の品質や

収穫量向上が期待されます。また化学肥料の使用抑制につながることからＧＨＧ排出削減も見込まれ

ます。 

※３ 土壌の健全性や生物多様性などを保護・再生しながら、農家の生活向上にも資する、持続可能かつ

成果ベースの農業アプローチ。具体的には化学肥料や農薬の使用量抑制等を通じ、ＧＨＧ排出削減等につ

ながる。 

※４ 国連食糧農業機関（ＦＡＯ）調べ。２０１９年時点 

 

今回の実証実験では、チャノキ※５を栽培するサントリーの契約農場において、通常の有機肥料使用

栽培と、高機能バイオ炭を散布したうえでの有機肥料使用栽培を行い、農作物に与える影響を調査・比

較する予定です。すでに完了している第１期収穫では、高機能バイオ炭を散布した農地において、農作

物は通常時と同等の質を維持しつつ、収穫量が増加することを確認しています。同結果を踏まえ、第２

期以降も両社で実証実験を重ね、高機能バイオ炭の効果や栽培効率向上にいたる諸条件を引き続き

検証するとともに、従来の農業手法と同等の収穫率が期待できる再生農業手法の確立を目指します。 

※５ ツバキ科・ツバキ属に分類される常緑樹。葉が緑茶や紅茶の茶葉として使われる。 
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ＴＯＷＩＮＧは、「サステナブルな次世代農業を起点とする超循環社会を実現する」をミッションに掲げる、

２０２０年２月創業の名古屋大学発のインパクトスタートアップです。同社では、農研機構などの研究機

関が開発した技術と独自で開発した技術を掛け合わせて開発した高機能バイオ炭「宙炭」および、同製

品の農地導入等に関連するサービスを展開しています。「宙炭」は、地域未利用資源の炭化物に、さま

ざまな機能を持つ微生物を培養した資材で、農地に施用すると、作物の品質や収穫量の向上、農地へ

の炭素固定などさまざまな効果を発揮します。２０２３年６月にＪクレジット制度「バイオ炭の農地施用」の

方法論でプログラム登録を完了し、同プログラムを用いたカーボンクレジットの発行・販売も達成してい

ます。農林水産省みどりの食料システム法基盤確立認定事業者であり、農林水産省中小企業イノベー

ション創出推進事業（ＳＢＩＲフェーズ３基金事業）第１回公募に採択されています。 

 

サントリーグループは、農業分野でのＧＨＧ削減の有効手段の１つとして再生農業に着目し、かねて

よりカバークロップ※６や有機肥料の使用、不耕起栽培の導入など、サプライヤーや契約農家に協力を

仰ぎながら持続可能な農業への移行に向けて取り組んできました。２０２２年から英国で大麦の栽培を、

２０２４年からタイでサトウキビの栽培を開始しています（ニュースリリースNo.14274、14610参照）。サント

リーグローバルイノベーションセンター株式会社を中心にＴＯＷＩＮＧと取り組む今回の実証実験は、有機

肥料使用栽培の効率向上を通じた再生農業のプロセス確立や、未利用バイオマス資源を活用した新た

な資源循環モデルの構築につながる可能性があることから注目しています。なお、サントリーホールディ

ングス株式会社はＴＯＷＩＮＧとの戦略的パートナーシップの強化を目的に、ＴＯＷＩＮＧへ出資しました。 

※６ 土壌中への有機物の供給や土壌浸食の防止等により、土壌改良効果が期待できる被覆作物 

 

両社は持続可能な農業への取り組みを通じ、カーボンニュートラルおよび循環型社会の実現に向け

て取り組んでいきます。 

 

以上 

 

＜株式会社TOWING概要＞ 

住 所： 〒464‐8601 愛知県名古屋市千種区不老町1番 

国立大学法人東海国立大学機構名古屋大学 インキュベーション施設 

代表者： 西田 宏平 

設 立： 2020年2月27日 

U R L： https://towing.co.jp/ 

 

＜お問い合わせ先＞ 

株式会社TOWING コーポレート部 広報チーム  

以下のフォームよりお問い合わせください。 

お問い合わせフォーム： https://forms.gle/K3KxyC4WAGPbqu7M9 

https://towing.co.jp/
https://forms.gle/K3KxyC4WAGPbqu7M9

